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 はじめに 

 

 横須賀市では、平成14年から入札監視委員会（以下「当委員会」という。）

を設置し、以降22年間（11期）にわたり、入札案件の審議等を行ってきた。 

 この間、社会環境が大きく変化し、横須賀市の入札制度においても、その変

化に対応すべく改善が図られた。 

 近年の大きな課題として、働き方改革の推進や生産性の向上が挙げられる。

公共工事は、発注者の責務として適正な工期の設定及び計画的な発注など、工

事の品質確保の促進を図るための措置が強く求められているところである。 

 また、継続する入札案件について、惰性的に実施することがないよう、さら

には有効な競争の促進に欠けることがないよう、常に留意すべき観点の維持に

も努めてきた。 

 当委員会では、これらのことを踏まえながら、最近２年間（令和４・５年度）

における入札制度及び契約の過程並びに契約内容等について審議してきた。 

 今回、その結果を取りまとめ、報告するものである。 
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（注１）各年度の数値は、年度末の集計である。 

     ただし、令和５年度の数値は、令和５年12月31日までの集計である。 

 （注２）金額に特に記載がない場合は、消費税及び地方消費税込みの金額である。 
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第１ 入札及び契約状況 

 １ 一般競争入札の実施状況 

 （１）令和４年度以降の工事入札について 

    横須賀市では、平成21年５月から予定価格の事後公表の試行を開始し、

平成22年４月から本格的に事後公表を実施した。 

    また、平成22年４月から市内事業者限定の入札において、一部の業種

で固定額型最低制限価格方式を導入し、平成23年11月にはすべての業種

で固定額型最低制限価格方式に移行した。 

   ① 平均落札率の推移 

     近年の「平均落札率の推移」については【表１】のとおりである。 

     令和５年12月末現在の全業種の平均落札率は93.00％であり、前年度

と比較して0.36ポイント減少しているものの、前々年度と比較して

1.24ポイント上昇している。この上昇の要因としては、令和４年度に

固定額型最低制限価格の算出方法を改正したことが影響したものと考

えられる。 
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【表１】平均落札率の推移 

 

 

（注１）令和５年度は、令和５年12月31日現在を示す。 

（注２）入札不調及び契約不締結は含まない。 
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     発注件数の多い「主要５業種（土木一式工事・建築一式工事・電気

工事・管工事・水道施設工事）の平均落札率の推移」については【図

１】のとおりである。 

     令和４年度の平均落札率は、最高値が管工事の96.30％、最低値は土

木一式工事の92.67％であり、その差は3.63ポイントの範囲に収れんし

ている。 

     また、令和５年12月末現在の平均落札率は、最高値が管工事の

96.00％、最低値は土木一式工事の91.32％であり、その差は4.68ポイ

ントの範囲に収れんしている。 

     固定額型最低制限価格方式は、発注者が最低制限価格を定めている

ことから、「目立って低い落札率の業種がなくなった。」ということ

であり、一定の水準に収れんすることは当然ともいえる。 

     なお、全業種の平均落札率については、令和元年度以降90％を超え

る状況が続いている。 

 

【図１】主要５業種の平均落札率の推移 

 

 （注１）令和５年度は、令和５年12月31日現在を示す。 
（注２）入札不調及び契約不締結は含まない。 
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     令和４年度「業種別平均落札率の中核市比較」については【図２】

のとおりであり、業種別平均落札率は、塗装工事を除いて、類似した

傾向となっている。平均落札率は、塗装工事及び水道施設工事を除い

て、中核市の平均落札率を上回っている。 

 

【図２】令和４年度 業種別平均落札率の中核市比較 

 

 （注１）令和５年11月に横須賀市が実施した中核市調査結果から作成（入札不調及び契約不締結は含まない。） 

 （注２）業種別平均落札率は、令和４年度実績 

 （注３）中核市平均は、業種別に算出した単純平均落札率 

     ただし、業種別の落札率を把握していない、又は該当業種の入札を実施していない中核市を除く。 
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   ② 平均参加者数及び登録事業者数の推移 

     近年の「主要５業種の年度別平均参加者数及び登録事業者数の推移」

については【図３】のとおりである。 

     令和５年12月末現在の全業種の平均参加者数は8.4者であり、令和３

年度以降、同程度で推移している。この要因としては、令和３年度か

ら、工事に配置する現場代理人及び監理技術者の重複配置条件を緩和

したことが影響したものと考えられる。 

     また、近年の登録事業者数は、平成30年度以降、900者前後で推移し

ている。 

     登録事業者数の変化の背景としては、令和２年10月施行の建設業法

改正に伴い、建設業許可の承継制度が新設されたことによる事業承継

の認可も１つの要因として考えられている。 

     なお、横須賀市においても労働者の就労環境の整備を促すことを目

的に、働き方改革の推進、生産性の向上及び災害時の緊急対応強化に

取り組んでいる。 

 

【図３】主要５業種の年度別平均参加者数及び登録事業者数の推移 

 

 （注１）令和５年度は、令和５年12月31日現在を示す。 

（注２）入札不調及び契約不締結は含まない。 
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   ③ １者入札及び２者入札の推移 

     近年の「１者入札及び２者入札の推移」については【表２】のとお

りである。 

     令和３年度から令和５年度にかけて、発注件数の減少に伴い、１者

入札及び２者入札の件数は、漸減の状況が続いている。 

     なお、令和５年度において、１者入札の件数が減少したにもかかわ

らず、請負代金額が約21億円増加した原因は、大型工事である「下町

浄化センター特高受変電設備更新工事」及び「下町浄化センター２・

３系受変電設備更新工事」によるものである。 

     また、平均落札率は、全件より、１者入札及び２者入札の方が高く

なる傾向がある。 

 

【表２】１者入札及び２者入札の推移 

年度 

１者入札 ２者入札 全  件 

件数 請負代金額 
平 均 

落札率 
件数 請負代金額 

平 均 

落札率 
件数 請負代金額 

平 均 

落札率 

H30 26件 9,549,174,888円 95.30% 30件 2,439,339,859円 92.36% 340件 19,392,295,015円 89.94% 

R01 24件 1,632,697,949円 95.57% 36件 1,451,961,180円 93.40% 325件 13,762,392,624円 90.32% 

R02 28件 2,157,936,660円 97.13% 33件 1,628,014,850円 94.04% 330件 16,071,974,050円 91.70％ 

R03 24件 2,401,915,890円 95.83% 26件 1,089,842,160円 90.89% 320件 15,787,753,740円 91.76% 

R04 22件 2,981,351,670円 96.78% 24件 745,267,930円 94.40% 273件 13,556,742,925円 93.36％ 

R05 17件 5,086,873,440円 95.39% 16件 1,264,564,070円 92.07% 237件 14,351,292,961円 93.00% 

 （注１）令和５年度は、令和５年12月31日現在を示す。 

（注２）入札不調及び契約不締結は含まない。 
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   ④ 入札不調割合及び発生率の推移 

     近年の「入札不調割合の推移」及び「入札不調発生率の推移」につ

いては【表３】及び【図４】のとおりである。 

     入札が成立しない入札不調は、一般的にその類型を大別すると、「入

札参加者なし（以下「参加者なし」という。）」、「入札者全員が予

定価格を超えた入札（以下「予算超過」という。）」、「入札者全員

が最低制限価格未満の入札（以下「最低制限価格割れ」という。）」

及び「その他（予算超過かつ最低制限価格割れ、技術者配置要件を満

たさない等）」の４類型になる。 

     令和元年度は、前年度と比較して入札不調件数が多かったため、入

札不調割合については、前年度より9.58ポイント上昇している。一因

としては、文部科学省による公立小中学校への空調設備設置に対する

臨時特例交付金により当該工事を発注したが、時期的な制限及び事業

者不足が影響している。 

     また、令和４年度及び令和５年度の入札不調の種類のうち、「参加

者なし」を分析すると約50％が配水管又は下水道管の布設替え工事で

あることが判明した。 

     なお、「参加者なし」の発生率は、平成30年度以降、上昇傾向であ

ったが、令和４年度以降、減少傾向に転じている。 

 

【表３】入札不調割合の推移 

年度 

入札不調の種類 
入札不調 
件数合計 

入札件数 入札不調割合 
参 加 者 

な し 
予算超過 

最低制限 

価格割れ 
その他 

H30 7件 5件 4件 4件 20件 360件 5.56% 

R01 26件 4件 19件 9件 58件 383件 15.14% 

R02 20件 5件 5件 6件 36件 366件 9.84% 

R03 22件 5件 5件 2件 34件 354件 9.60% 

R04 10件 3件 5件 5件 23件 296件 7.77% 

R05 10件 5件 7件 3件 25件 262件 9.54% 

 （注１）令和５年度は、令和５年12月31日現在を示す。 

 （注２）入札件数には、入札不調を含む。ただし、設計違算等による入札中止は含まない。 

 （注３）「その他」は、予算超過かつ最低制限価格割れ、技術者配置要件を満たさない等の理由による。 
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【図４】入札不調発生率の推移 

 

 （注１）令和５年度は、令和５年12月31日現在を示す。 

 （注２）入札件数には、入札不調を含む。ただし、設計違算等による入札中止は含まない。 

 （注３）「その他」は、予算超過かつ最低制限価格割れ、技術者配置要件を満たしていない等の理由による。 
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     また、令和４年度「入札不調割合の中核市比較（入札不調割合順）」

については【図５】のとおりである。入札不調発生率は、横須賀市が

7.77％、中核市の平均が8.71％で、横須賀市が0.94ポイント下回って

いた。 

 

【図５】令和４年度 入札不調割合の中核市比較（入札不調割合順） 

 

 （注１）令和５年11月に横須賀市が実施した中核市調査結果から作成 
 （注２）中核市平均は、単純平均落札率（上記の調査に未回答の中核市を除く） 
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 （２）固定額型最低制限価格方式について 

    市内事業者限定に発注する工事の入札において、近年の「固定額型最

低制限価格方式（市内事業者限定）の入札状況」については【表４】の

とおりである。 

    横須賀市では、市内事業者の低額落札を防止し、市内経済の活性化を

図ることを目的に、平成22年４月から固定額型最低制限価格方式を導入

し、平成26年度から国土交通省の低入札価格調査基準に準拠した。 

    平均落札率は、近年90％を超える状況で推移しており、令和５年12月

末現在の平均落札率は93.34％であり、前年度と比較して0.30ポイント低

下している。 

    また、平均参加者数は、平成30年度を除いて、近年概ね８者前後で推

移しており、令和５年12月末現在では8.9者で、前年度と比較して0.5ポ

イント上昇している。 

 

【表４】固定額型最低制限価格方式（市内事業者限定）の入札状況 

年度 件数 請負代金額 平均落札率 平均参加者数 

H30 298件 7,417,869,859円 90.13％ 10.2者 

R01 300件 11,627,323,813円 90.39％ 8.2者 

R02 291件 12,873,500,750円 92.04％ 7.6者 

R03 295件 13,269,285,040円 91.95％ 8.3者 

R04 248件 10,587,240,125円 93.64％ 8.4者 

R05 212件 8,302,276,070円 93.34％ 8.9者 

 （注１）令和５年度は、令和５年12月31日現在を示す。 
（注２）入札不調及び契約不締結は含まない。 
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 （３）くじ引きによる落札者の決定について 

    市内事業者限定に発注する工事の入札においては、固定額型最低制限

価格方式の導入に伴い、最低制限価格による入札者が複数存在し、くじ

引きによって落札者を決定する事例が多く顕在化している。 

    近年の「固定額型最低制限価格方式におけるくじ引きによる落札件数

等の推移」については【表５】のとおりである。 

    入札総件数のうち、固定額型最低制限価格方式による入札件数は概ね

90％前後で推移している。固定額型最低制限価格方式のうち、くじ引き

による落札決定割合は、令和元年度以降50％を超え、令和５年12月末現

在では54.72％であり、前年度と比較して2.70ポイント上昇しており、依

然として高い状況が続いている。 

 

【表５】固定額型最低制限価格方式におけるくじ引きによる落札件数等の推移 

年度 

入札件数 
入札件数のうち、くじ引き

による落札決定件数 

入札件数のうち 

くじ引きによる落札決定割合 

総件数 
固定額型最低 

制限価格方式 
総件数 

固定額型最低 

制限価格方式 
総件数 

固定額型最低 

制限価格方式 

H30 340件 298件 148件 147件 43.53％ 49.33％ 

R01 325件 300件 155件 155件 47.69％ 51.67％ 

R02 330件 291件 152件 150件 46.06％ 51.55％ 

R03 320件 295件 149件 148件 46.56％ 50.17％ 

R04 273件 248件 129件 129件 47.25％ 52.02％ 

R05 237件 212件 116件 116件 48.95％ 54.72％ 

 （注１）令和５年度は、令和５年12月31日現在を示す。 

 

    また、令和４年度「業種別くじ引き発生率の中核市比較」については

【図６】のとおりである。 

    横須賀市では、令和４年度の土木系工事（土木一式工事、舗装工事、

造園工事及び水道施設工事）におけるくじ引き平均発生率は78.00％であ

り、積算基準及び積算採用単価等を公表していることから、最低制限価

格でのくじ引き発生率が高くなっている。 

    これに対し、令和４年度の建築系工事（建築一式工事、電気工事、管

工事及び塗装工事）におけるくじ引き平均発生率は7.36％であり、工種

が多く積算が複雑になることから、土木系工事と比較して、くじ引き発

生率が低いことは顕著である。 

    なお、中核市のくじ引き発生率と比較すると、横須賀市は、土木系工

事においてすべて上回っており、建築系工事においては、建築一式工事

及び管工事で下回っている。
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 横須賀市のくじ引き発生率が高い原因としては、固定額型最低制限価

格を採用しているうえ、積算基準及び積算採用単価等を公表しているた

め、やむを得ない側面があるものの、他の中核市と比較すると突出して

いる。 

    もっとも他の中核市においては、最低制限価格の設定時に任意のラン

ダム係数を用いることにより、くじ引き発生率そのものを抑制、回避す

る手法等を採用している自治体もあるため、一概に比較することはでき

ないと思われる。 

    なお、最低制限価格の設定時に任意のランダム係数を用いることによ

り、くじ引き発生率そのものを抑制、回避する手法等を採用しているか

否かで分別し、各々業種別くじ引き発生率の平均値を再集計したものは

【表６】であり、「業種別くじ引き発生率の％別分布状況」をまとめた

ものは【表７】のとおりである。 

    これにより中核市の中には、くじ引き発生率が低い自治体がある一方

で、横須賀市と同様のくじ引き発生率となっている自治体が複数存在し

ていることが確認できる。 

 

 

【図６】令和４年度 業種別くじ引き発生率の中核市比較 

 
 （注１）令和５年11月に横須賀市が実施した中核市調査結果から作成（入札不調及び契約不締結は含まない。） 

 （注２）業種別くじ引き発生率は、令和４年度実績 

 （注３）中核市平均は、業種別に算出した単純平均くじ引き発生率 

     ただし、業種別のくじ引き発生率を把握していない、又は該当業種の入札を実施していない中核市を除く。 
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  【表６】令和４年度 業種別くじ引き発生率の抑制手法等有無別比較 

 

手法等 

の採用 

土木一式 

工事 

建築一式 

工事 

電気工事 管工事 舗装工事 塗装工事 造園工事 水道施設 

工事 

その他 

工事 

全体平均 

採用あり 3.68% 2.01% 1.88% 1.73% 7.39% 3.04% 6.54% 0.50% 4.78% 3.63% 

採用なし 27.10% 14.65% 11.07% 12.56% 44.47% 31.53% 37.11% 14.65% 19.38% 24.17% 

 
 （注１）上記の「図６ 令和４年度 業種別くじ引き発生率の中核市比較」の調査結果を、最低制限価格の設定時に

任意のランダム係数を用いて、くじ引き発生率そのものを抑制、回避する手法等を採用しているか否かで分

別し、各々平均値を再集計したもの。 

 

 

 

   

  【表７】令和４年度 業種別くじ引き発生率の％別分布状況 

 

くじ引き 

発生率 

土木一式 

工事 

建築一式 

工事 

電気工事 管工事 舗装工事 塗装工事 造園工事 水道施設 

工事 

その他 

工事 

全体平均 

  0％ 19 38 36 37 22 25 27 10 26 13 

 1～19％ 19 14 16 13 9 4 3 4 17 31 

20～39％ 9 1 2 3 6 4 5 0 9 7 

40～59％ 5 1 0 2 2 2 2 0 2 5 

60～79％ 4 3 1 1 4 1 3 2 0 2 

80～99％ 3 2 1 2 6 0 4 0 1 2 

 100％ 0 1 1 0 4 5 5 0 2 1 

合 計 59 60 57 58 53 41 49 16 57 61 

 

 （注１）上記の「図６ 令和４年度 業種別くじ引き発生率の中核市比較」の調査結果で、各中核市から回答のあっ

たくじ引き発生率を、％別に分布状況でまとめたもの。 

 （注２）数字は、中核市の自治体数 

     ただし、業種別のくじ引き発生率を把握していない、又は該当業種の入札を実施していない中核市を除く。 
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 （４）格付け制度による入札について 

    横須賀市では、平成16年度以降、公共工事の品質確保を目的として、

建設業法に定める経営事項審査によって建設業者が保有する経営事項審

査点及び工事成績平均点を入札参加条件とする発注を実施してきたが、

近年は工事成績平均点が上昇し、高い水準で推移しているため、事業者

間における工事成績平均点に差が開かなくなったことから、インセンテ

ィブ効果が薄れてきた。 

    また、昨今の社会情勢下では、公共工事の発注において企業評価を行

う際は、経営事項審査点及び工事成績平均点のみならず、地域の実情を

踏まえた地域貢献・社会貢献項目を評価（発注者評価点）することが求

められていることから、市内事業者限定発注については、平成30年度か

ら格付け制度による入札を導入した。 

    「格付け制度における等級区分及び発注標準金額」については【表８】

のとおりである。 

 

【表８】格付け制度における等級区分及び発注標準金額 

 

 
 （注１）格付け制度による発注は、市内事業者限定の土木一式工事、建築一式工事、電気工事、管工事、舗装工事、 

     塗装工事、造園工事及び水道施設工事の８業種を対象とする。 

 （注２）総合点数は、経営事項審査点と発注者評価点を合計した点数をいう。 

 （注３）令和元年度から土木一式工事及び舗装工事の等級を３等級から４等級に変更した。 
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 ２ 随意契約の実施状況 

   公共調達における契約手法は、地方自治法第234条第１項の規定により、

原則として一般競争入札に付すこととされている。随意契約は、地方自治

法施行令第167条の２に該当する場合に限って認められる手法であり、契約

手続きの公正性・透明性を確保し、コンプライアンスの徹底を遵守するよ

う要請されている。 

   横須賀市では、契約手続きの透明化を図るため、平成11年度から工事請

負契約事務をすべて契約主管課（契約課）で行うこととした。これは、工

事主管課で行っていた少額の随意契約を、契約主管課で一括して一般競争

入札を実施することで、随意契約による不透明な事業者選定を極力少なく

しようとする取組みの一つである。 

   近年の「工事における随意契約の推移」については【表９】のとおりで

ある。 

   全契約に占める随意契約発注率のうち、件数については令和元年度まで

概ね20％前後で推移していたが、令和２年度以降は15％前後で推移してい

る。また、請負代金額については概ね20億円前後で推移している。 

   なお、随意契約の平均請負率（入札における平均落札率）は概ね95％前

後で推移しており、入札における平均落札率が上昇傾向であることを考え

ると、随意契約と入札の平均請負率（落札率）の差は縮まっているといえ

る。 

 

【表９】工事における随意契約の推移 

 

年度 

随意契約 全契約 随意契約発注率 

件数 請負代金額 平均請負率 件数 請負代金額 平均請負率 件数 請負代金額 

H30 79件 1,399,314,096円 96.26% 419件 20,791,609,111円 91.14% 18.85% 6.73% 

R01 82件 1,994,028,250円 95.37% 407件 15,756,420,874円 91.34% 20.15% 12.66% 

R02 55件 2,138,310,130円 96.25% 385件 18,210,284,180円 92.35% 14.29% 11.74% 

R03 52件 1,460,530,500円 96.93% 372件 17,248,284,240円 92.48% 13.98% 8.47% 

R04 48件 2,335,128,620円 96.57% 321件 15,891,871,545円 93.84% 14.95% 14.69% 

R05 43件 2,484,677,690円 96.46% 280件 16,835,970,651円 93.53% 15.36% 14.76% 

 （注１）令和５年度は、令和５年12月31日現在を示す。 

 （注２）随意契約には、競争見積随意契約は含まない。 
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 ３ 業務委託及び物件調達の入札並びに契約状況 

   第８期から工事請負契約案件とともに業務委託及び物件調達の契約案件

についても審議を実施することとした。 

   近年の「業務委託及び物件調達の入札並びに契約状況」については【表

10】のとおりである。 

   業務委託及び物件調達における入札では、固定額型最低制限価格方式を

採用する工事と比較すると落札率は低い水準であり、特に平均額型最低制

限価格を採用している業務委託は、工事と比較して約15ポイント程度低い

水準となっている。 

 

【表10】業務委託及び物件調達の入札並びに契約状況 

＜業務委託＞ 

年度 

入  札 随意契約 全 契 約 

件数 請負代金額 
平 均 

落札率 
件数 請負代金額 

平 均 

請負率 
件数 請負代金額 

平 均 

落札率 

H30 404件 2,137,536,589円 75.63% 358件 6,295,776,318円 98.01% 762件 8,433,312,907円 86.15% 

R01 407件 2,835,743,474円 76.16% 407件 7,213,574,777円 97.79% 814件 10,049,318,251円 86.97% 

R02 369件 1,930,274,838円 77.41% 93件 2,519,884,270円 97.92% 462件 4,450,159,108円 81.54％ 

R03 375件 2,347,148,195円 76.98% 117件 3,981,153,552円 99.18% 492件 6,328,301,747円 82.26% 

R04 347件 1,959,248,571円 75.07% 113件 4,255,055,287円 99.79% 460件 6,214,303,858円 90.40％ 

R05 314件 2,239,372,401円 77.03% 86件 2,405,144,635円 99.73% 400件 4,644,517,036円 87.32% 

 （注１）令和５年度は、令和５年12月31日現在を示す。 

 （注２）工事系委託（地質調査、測量、建築設計、建設・補償コンサルタント）を含む。 

 

 

＜物件調達＞ 

年度 

入  札 随意契約 全 契 約 

件数 契約金額 
平 均 

落札率 
件数 契約金額 

平 均 

請負率 
件数 契約金額 

平 均 

落札率 

H30 424件 1,843,873,601円 87.51% 134件 978,064,102円 99.72% 558件 2,821,937,703円 90.44% 

R01 471件 2,746,676,031円 87.83% 149件 802,086,763円 99.63% 620件 3,548,762,794円 90.67% 

R02 297件 4,533,774,094円 86.75% 96件 543,314,341円 99.68% 393件 5,077,088,435円 89.93％ 

R03 319件 2,417,537,993円 87.87% 68件 513,621,074円 99.35% 387件 2,931,159,067円 89.90% 

R04 290件 1,825,705,643円 89.70% 76件 653,990,912円 99.58% 366件 2,479,696,555円 91.75％ 

R05 263件 3,213,148,296円 89.62% 59件 716,623,072円 99.51% 322件 3,929,771,368円 91.43% 

 （注１）令和５年度は、令和５年12月31日現在を示す。 
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第２ 令和４年度以降における制度等変更の主な取組み 

 １ 固定額型最低制限価格の設定範囲の見直し 

   横須賀市では、市内事業者の低額落札を防止し、市内経済の活性化を図

ることを目的に、平成22年４月から固定額型最低制限価格方式を導入し、

平成26年度から国土交通省の低入札価格調査基準に準拠した。 

   最低制限価格の設定範囲については、平成31年４月に最低制限価格の設

定範囲が0.90（上限値）を超過する案件が多くなってきたため設定範囲を

撤廃し、直接工事費に乗じる係数は、令和２年４月に0.95から1.00へと引

き上げた。また、共通仮設費のうち、共通仮設費率に含まれない項目に乗

じる係数を令和３年４月に0.90から1.00に、一般管理費等に乗じる係数を

令和４年４月に0.55から0.68に、各々引き上げた。 

 

 H30 R01 R02 R03 R04 R05 

最低制限価格の 

設定範囲 
0.70～0.90 （撤廃） （撤廃） （撤廃） （撤廃） （撤廃） 

直接工事費に 

乗じる係数 
0.97 0.97 1.00 1.00 1.00 1.00 

共通仮設費に 

乗じる係数 
0.90 0.90 0.90 

(積上分)1.00 

(率 分)0.90 

(積上分)1.00 

(率 分)0.90 

(積上分)1.00 

(率 分)0.90 

現場管理費に 

乗じる係数 
0.90 0.90 0.90 0.90 0.90 0.90 

一般管理費等に 

乗じる係数 
0.55 0.55 0.55 0.55 0.68 0.68 

 

 ２ 「地域維持の担い手」インセンティブ発注制度の試行の開始 

   下水道管渠や学校施設、市民が直接利用する施設の工事で、工期や施工

条件から、当初発注が「参加者なし」等で入札不調となった案件の再発注

において、当該案件を契約した事業者に、工事成績評定での加点と、翌年

度受注した工事に係る現場代理人及び主任技術者の重複配置の優遇を行う

制度の試行を開始した。（令和４年４月） 

 

 ３ 「災害緊急協力事業者」を対象としたインセンティブ発注の見直し 

   災害発生時における公園施設保全の重要性から、「災害緊急協力事業者

登録制度」に造園工事が追加されたことに伴い、インセンティブ発注を実

施する業種に同工事を追加した。（令和５年５月） 

   ※インセンティブ発注を実施する業種 

    土木一式工事、建築一式工事、電気工事、管工事、水道施設工事 

    造園工事（令和５年５月追加） 
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第３ 審議結果 

 １ 審議案件の総評 

   令和４年１月から令和５年12月の期間における契約案件は、工事651件、

業務委託870件及び物件調達743件、延べ2,264件であった。そのうち、工事

94件、業務委託12件及び物件調達12件、計118件を抽出し、当委員会におい

て審議を行った。 

   その結果、対象案件及び契約案件の発注手続に関しては、概ね適正に処

理されていた。 

   なお、対象案件の中で、令和４年度の工事入札（予定価格が一千万円未

満）において、当初の入札が設計違算に基づき実施され落札者なし（全者

最低制限価格を下回り落札外）となり、正しい設計金額で再開札した例が

１件あった。より慎重な積算手続が期待される。 

 

 ２ 工事の一般競争入札 

 （１）１者入札及び２者入札について 

    令和５年度（令和５年12月末現在）の１者入札及び２者入札の合計は

33件であり、前年度と比較して13件減少し、令和元年度から令和５年度

にかけて、漸減の状況が続いている。「１者入札及び２者入札」が生ず

る要因は必ずしも明らかではないが、一般的には、 

    ① 特殊な工法による施工が必要なため 

② 少額につき発注案件に魅力がないため 

③ 極めて高度な品質を求めたため 

④ 厳しい入札条件を設定したため 

⑤ 発注時期が適切でなかったため 

   などの理由が考えられる。 

    このため、対応策は要因によって異なり、前述の「①特殊な工法によ

る施工が必要」については、他の方法による施工を検討する。同「②少

額につき発注案件に魅力がない」場合は、別の案件も合わせて発注する

などを検討する。同「③極めて高度な品質を求めた」、又は同「④厳し

い入札条件を設定した」場合は、工事目的に照らして、過剰な品質や入

札条件となっていないかを検討する。同「⑤発注時期が適切でなかった」

場合は、発注時期をコントロールするなどの対策を講ずる必要がある。 

    「１者入札及び２者入札」の件数は減少しているものの、発生した場

合には、落札率が高くなる可能性があり、競争性の観点からも課題とな

ることから今後も十分に注視していく必要がある。 
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 （２）入札不調について 

    令和５年度（令和５年12月末現在）の入札不調件数は25件であり、前

年度と比較して２件増加しているものの、令和元年度以降、漸減の状況

が続いている。 

    平成26年４月以降、入札不調を減少させる対策として、固定額型最低

制限価格の算定係数等の見直し、市内事業者の手持ち工事の上限件数の

見直し及び技術者配置の見直し等を実施してきたことから、入札不調に

ついても一定の改善が図られた。 

    しかし、令和４年度及び令和５年度の入札不調の種類のうち、「参加

者なし」を分析すると約50％が配水管又は下水道管の布設替え工事であ

ることが判明した。 

    この原因は一概には言えないが、比較的劣悪な作業環境が起因してい

る可能性が高いと考えられる。 

    入札不調は、事業を実施する目的が達成できないことにより、市民生

活にも悪影響を及ぼす可能性があることから、今後も原因を把握すると

ともに引き続き状況を注視し、改善策を講じていく必要がある。 

 

 （３）固定額型最低制限価格方式について 

    固定額型最低制限価格方式は、予定価格に対して最低制限価格を算出

する制度である。 

    横須賀市では、市内事業者の低額落札を防止し、市内経済の活性化を

図ることを目的に、平成22年４月から固定額型最低制限価格方式を導入

した。また、平成26年度以降、国土交通省の低入札価格調査基準に準拠

し、最低制限価格の算定係数を引き上げるとともに、最低制限価格の設

定範囲を撤廃した。 

    この方式は、落札率を下げ止まりさせ、価格競争の幅を狭めるもので

もあることから、納税者である市民への責務として、発注者である横須

賀市は、経済効果と財政負担のバランスを慎重に判断し、運用していか

なくてはならない。 

    今後も引き続き下げ止まりしたことによる高値落札についても注意を

払う必要がある。 

    また、予定価格を事前公表する際には、最低制限価格の設定時に任意

のランダム係数を乗じることにより同額回避に努めているが、最低制限

価格を下回ってしまうと落札外となるため、今後も引き続き改善に向け

て研究していくことを期待する。 

    固定額型最低制限価格方式が自己目的化するのでなく、最低制限価格

を下回り全者落札外となった場合、その中での最低価格を入札した者を

落札者とするといった工夫（ルール化）にも一考の余地があると思われ

る。 
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 （４）くじ引きによる落札者の決定について 

    固定額型最低制限価格方式は、市内事業者の過当な価格競争による疲

弊を回避するため、最低制限価格及び落札価格を一定程度引き上げるこ

とを目的としたものである。しかし、固定額型であるため、積算により

容易に最低制限価格を算出できる場合には、当該価格での同額入札を誘

発し、くじ引きによる落札決定の増加につながりやすい側面を有してい

る。この点について横須賀市は「固定額型最低制限価格方式を採用した

時点で、ある程度のくじ引きの増加は想定されたものであり『同額入札

の場合にくじ引きで落札決定を行うこと』は地方自治法の要請であるた

め、くじ引き以外の手法で落札者を決定することは困難である」との見

解を示している。 

    横須賀市では、令和４年度の土木系工事（土木一式工事、舗装工事、

造園工事及び水道施設工事）におけるくじ引き平均発生率は78.00％であ

り、積算基準及び積算採用単価等を公表していることから、最低制限価

格でのくじ引き発生率が高くなっている。これに対し、令和４年度の建

築系工事（建築一式工事、電気工事、管工事及び塗装工事）におけるく

じ引き平均発生率は7.36％であり、工種が多く積算が複雑であること及

び積算採用単価等が非公表であることから、土木系工事に比べてくじ引

き発生率が著しく低いことは顕著である。 

    事業者にとって、くじ引きが多発することは経営努力では落札につな

がらないという負の要素もあるので、他都市の成功例も含めて、今後も

引き続き改良方策を研究していくことを期待する。 

 

 （５）格付け制度による入札について 

    格付け制度による入札は、主要８業種（土木一式工事、建築一式工事、

電気工事、管工事、舗装工事、塗装工事、造園工事及び水道施設工事）

において市内事業者限定に発注し、工事規模（予定価格）に応じて条件

設定を行っている。 

    「格付け発注区分分布表」については【表11】のとおりである。 

    土木一式工事と舗装工事においては、入札平均参加者数が多く、区分

別によるインセンティブ効果が低いため、令和元年度から発注区分を３

区分から４区分に見直したことから、入札平均参加者数について一定の

改善が図られたことにより、格付け区分別による発注件数の割合につい

ては、概ね適切な配分であると評価できる。 

    格付け制度については導入後、間もないことから、今後も毎年度見直

すことにより、受注状況の推移等の変動に対応し、制度の運用等に対し

て十分に注視していく必要がある。 

    なお、横須賀市では「入札、契約手続等に対する苦情処理要綱」によ

る運用を実施しているが、制度自体への苦情等についての申立はみられ

ない点を付言する。 
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【表11】格付け発注区分分布表 

 
令和４年度  令和５年度 

業 種 Ａ ＡＢ ＡＢＣ ＡＢＣＤ 合計 業 種 Ａ ＡＢ ＡＢＣ ＡＢＣＤ 合計 

土木一式工事 4件 4件 25件 5件 38件 土木一式工事 5件 5件 16件 10件 36件 

建築一式工事 6件 11件 － － 17件 建築一式工事 4件 10件 － － 14件 

電気工事 6件 17件 － － 23件 電気工事 2件 16件 － － 18件 

管工事 5件 7件 － － 12件 管工事 0件 6件 － － 6件 

舗装工事 5件 5件 6件 10件 26件 舗装工事 2件 5件 5件 5件 17件 

塗装工事 0件 2件 － － 2件 塗装工事 2件 2件 － － 4件 

造園工事 6件 7件 － － 13件 造園工事 0件 9件 － － 9件 

水道施設工事 13件 10件 － － 23件 水道施設工事 8件 13件 － － 21件 

合 計 45件 63件 31件 15件 154件 合 計 23件 66件 21件 15件 125件 

 

 （注１）令和元年度から土木一式工事及び舗装工事の等級を３等級から４等級に変更した。 

 

 ３ 随意契約 

   横須賀市では、随意契約の案件ごとに随意契約理由書により「概要」、

「適用する地方自治法施行令の条文」、「随意契約理由」及び「事業者の

選考理由」を明記することとしており、契約の透明性は確保されているも

のと考えられる。 

   しかし、個別の案件を見ると、制御システムを含む設備の更新工事等に

おいて「当初の設置業者しか施工できない」、「他の業者が施工した結果、

設備が停止した場合の責任の所在が不明確になるおそれがある」などの理

由が多くなっている。今後も、真に一般競争入札に付すことができないか

十分に精査して取り組むことが大切である。 

   また、随意契約によって発注する場合においては、当該案件が、当該事

業者固有の技術を要するものなのか、知的財産権が付随するものなのか等

について他の事業者からも事情を聴取する等の確認作業を行うとともに、

予定価格の設定においては、透明性、公正性を担保する手法を用いる等、

市場価格から逸脱しないよう、引き続き細心の注意を図る必要がある。 

 

 ４ その他（不正のない入札及び契約事務の実施について） 

   近年、官製談合防止法（入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員

による入札等の公正を害すべき行為の処罰に関する法律）に抵触する事件

が発生している。 

   横須賀市においては、入札による不祥事は発生していないが、官製談合

防止法研修などのコンプライアンスに関わる研修を継続的に行うことは非

常に重要である。オンライン研修等を活用することにより、常に職員の意

識の啓発を行い、引き続き不正のない入札及び契約事務に努められたい。 
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 結びに 

 

 以上が当委員会で、令和４年度及び５年度に横須賀市で実施された入札手続

について、２年間にわたり審議してきた結果である。 

 入札手続にあたっては、公正性・透明性・公平性・競争性の確保とともに、

地元経済の活性化といった命題に取り組んでいるところであり、これらをバラ

ンスよく両立させることが肝要である。 

 そして、納税者である市民の負託を受けて公共事業を発注していることを常

に意識して、今後も引き続き適正な入札手続に取り組むことを期待している。 

 

 

 

 

 

 

横須賀市入札監視委員会       

委 員 長  細 田 孝 一   

委員長職務代理者  今 村 哲 也   

委   員  梅 本  啓    

委   員  望 月 由佳子   
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第11期 横須賀市入札監視委員会の委員【任期：令和４年７月１日～令和６年６月30日】 

役 職 氏 名 職 名 等 

委 員 長 細 田 孝 一 神奈川大学法学部長 

委員長職務代理者 今 村 哲 也 関東学院大学法学部教授 

委   員 梅 本  啓啓 公認会計士、公認会計士梅本啓事務所 

委   員 望 月 由佳子 弁護士、法律事務所レガート 

 

第11期 横須賀市入札監視委員会の開催状況 

開催日 議 事 内 容 等 

審議案件数 

（監視案件数） 

工  事 業務委託 物件調達 

第 １ 回 

令和４年 

12月１日 

・抽出した工事案件等に関する審議 

(令和４年１月１日～令和４年６月30日契約) 

・令和３年度の入札結果について 

16件 

（118件） 

２件 

（247件） 

２件 

（184件） 

第 ２ 回 

令和４年 

12月22日 

・抽出した工事案件等に関する審議 

(令和４年７月１日～令和４年９月30日契約) 

16件 

（113件） 

２件 

（143件） 

２件 

（99件） 

第 ３ 回 

令和５年 

３月８日 

・抽出した工事案件等に関する審議 

(令和４年10月１日～令和４年12月31日契約) 

16件 

（94件） 

２件 

（55件） 

２件 

（81件） 

第 ４ 回 

令和５年 

10月27日 

・抽出した工事案件等に関する審議 

(令和５年１月１日～令和５年６月30日契約) 

・令和４年度の入札結果について 

・第11期意見書作成について 

16件 

（117件） 

２件 

（228件） 

２件 

（175件） 

第 ５ 回 

令和５年 

12月13日 

・抽出した工事案件等に関する審議 

(令和５年７月１日～令和５年９月30日契約) 

16件 

（124件） 

２件 

（132件） 

２件 

（120件） 

第 ６ 回 

令和６年 

３月12日 

・抽出した工事案件等に関する審議 

(令和５年10月１日～令和５年12月31日契約) 

・第11期意見書について 

14件 

（85件） 

２件 

（65件） 

２件 

（84件） 

＊審議案件の抽出方法 

（工事） 

 ① 予定価格が１億円以上の場合        （入札）１/２抽出 … 最大３件 （随意契約）１/２ … 最大２件 

 ② 予定価格が５千万円以上１億円未満の場合  （入札）１/５抽出 … 最大４件 （随意契約）１/５ … 最大２件 

 ③ 予定価格が１千万円以上５千万円未満の場合 （入札）１/10抽出 … 最大５件 （随意契約）１/10 … 最大２件 

 ④ 予定価格が１千万円未満          （入札）上位２件抽出       （随意契約）上位１件抽出 

 ◆入札案件①並びに随意契約案件①及び④は、契約金額の高い案件から無作為抽出 

 ◆入札案件②～④は、落札率の高い案件から無作為抽出 

 ◆随意契約案件②及び③は、契約日が早い案件から無作為抽出 

 （業務委託・物件調達） 

 ◆入札案件及び随意契約案件とも契約金額の高い案件から上位１件抽出
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【 参 考 】 

表１ 平均落札率の推移 

表２ １者入札及び２者入札の推移 

表３ 入札不調割合の推移 

表４ 固定額型最低制限価格方式（市内事業者限定）の入札状況 

表５ 固定額型最低制限価格方式におけるくじ引きによる落札件数等の推移 

表６ 令和４年度 業種別くじ引き発生率の抑制手法等有無別比較 

表７ 令和４年度 業種別くじ引き発生率の％別分布状況 

表８ 格付け制度における等級区分及び発注標準金額 

表９ 工事における随意契約の推移 

表10 業務委託及び物件調達の入札並びに契約状況 

表11 格付け発注区分分布表 

 

図１ 主要５業種の平均落札率の推移 

図２ 令和４年度 業種別平均落札率の中核市比較 

図３ 主要５業種の年度別平均参加者数及び登録事業者数の推移 

図４ 入札不調発生率の推移 

図５ 令和４年度 入札不調割合の中核市比較（入札不調割合順） 

図６ 令和４年度 業種別くじ引き発生率の中核市比較 

 

 

 


